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1 はじめに

近年、地球温暖化が問題となっており、日本でもCO2排出量削減

のために、省エネルギーなどのさまざまな施策がおこなわれている。

しかし、依然として、民生・運輸両部門の省エネは進んでいない。

そこで、本研究では、民生部門（業務分野）の省エネ策に注目し

た。データを詳細に計測している国立環境研究所エコオフィス区域

（つくば市）を一例として、本区域を対象に動的熱負荷計算をおこ

なって実測データと比較することで、まず、本研究で用いる手法の

精度を検証する。次に、さまざまなパターンについて動的熱負荷計

算をおこない、そしてエネルギー需要を計算するとともに、供給エ

ネルギーのCO2排出量を計算することで、エネルギー自給率の向上

と CO2排出量削減の方策について検討する。なお、計測データは、

1997年 1–12月のもの∗を使用した。

2 モデルの概要

2.1 本研究における計算フロー

本研究では、まず動的熱負荷計算をおこなって、熱負荷†を算出し、
空調（冷房および暖房）のエネルギー需要を計算する。同時に、空

調・給湯・照明・コンセントのエネルギー需要量と自然エネルギー供

給量（太陽電池・ソーラーパネル‡）より、外部エネルギー供給量（電
力・蒸気）を算出する。そして、外部エネルギー供給量より、CO2

排出削減量を算出する。同時に、CO2 削減コストも求める。

2.2 動的熱負荷計算モデル

本研究では、以下に説明するように、応答係数法を用いて、熱負

荷を計算し、除去熱量を算出する。応答係数法とは、壁体への熱流

を、単位時間ごとの三角波の合計として、壁体に流し込む、そして、

壁体を熱のプールと捉えて、時間遅れを持って、室内や外気に熱流を

吐き出していく、という考え方で、熱の移動を計算する方法である。

2.2.1 応答係数

応答係数法では、単位時間ごとの外気温度のサンプル値を「三角

温度波」の形にして補正する。外気側で三角波形の温度変動（単位

∗ただし、数日ほど欠測日が存在する。検証およびシミュレーション時は、欠測日
を避けて、計算期間を設定した。

†以下、「熱負荷」と説明するが、専門的には「冷房負荷」がよく用いられる。
‡本研究では太陽熱温水器を「ソーラーパネル」と呼称する。同様に太陽熱温水器

システムを「ソーラーシステム」と呼称する。

三角波温度励振）が起こったとき、壁体への熱流が発生する。壁体

は通常大きな熱容量を持つので、熱は壁体内で一時的にプールされ、

時間遅れを持って、室内に流入する（熱流応答）。

熱流応答（三角波）の値を最近から順に、φ0, φ1, φ2, . . . とすると、

φj は励振の時点から j∆t時間後に起きている応答を表しており、こ

れを応答係数と呼ぶ。応答係数 φj は、温度と熱流に関する Fourier
の熱伝導方程式 (2.1)（aは熱拡散率）を、壁体の境界条件を設定し

て解くと算出される。（θ:温度, t:時間, x:距離）

∂θ

∂t
= a

∂2θ

∂x2
(2.1)

この応答係数は、壁体を構成する各壁材の熱抵抗値および熱容

量§によって決まる。そして、外側の空気温度で励振され、内側の壁
表面に生じる熱流を応答とするものを貫流応答、室内側空気温度が

三角波で励振されたときに、壁の内側表面に生じる熱流の応答を吸

熱応答と呼ぶ。室内からの熱流は、始めは壁体内部に向かうが、壁

体の温度が上昇し、一方で、室温は 0に戻るため、熱の逆流が始ま
る。これが吸熱応答である。貫流応答係数 φT,j と吸熱応答係数 φA,j

が壁体の応答の基本形であり、壁体の熱貫流率を K とすると、式

(2.2)が成立する。

∞∑

j=0

φT,j =
∞∑

j=0

φA,j = K (2.2)

2.2.2 熱取得・熱負荷

以上で述べた外界条件の三角温度波列と応答係数を組み合わせる

ことによって、壁体貫流熱を計算できる。時点 nにおける貫流熱取得

GT,n は、次式となり、時間遅れ現象がたたみ込み積分で表される。

GT,n = θnφT,0 + θn−1φT,1 + · · · =
∞∑

j=1

θn−jφT,j (2.3)

しかし、この貫流熱取得は、例えば放射熱の場合は、対向壁の温

度を上げても、直接、室温を上昇させるわけではなく、時間遅れを

持って室温を上昇させる。熱取得が最終的に熱負荷に変わるまでを

表現するたたみ込み係数は重み係数と呼ばれ、次式により熱取得か

ら熱負荷を計算することができる。

Ln =
∞∑

j=0

Gn−jϕj (2.4)

ここで、

§熱抵抗値・熱容量ともにいずれも長さ、熱伝導率、容積比熱より計算される。



Ln : 時点 nにおける熱負荷 [kcal/h]

Gn : 時点 nにおける熱取得 [kcal/h]

ϕj : 重み係数
なお、重み係数は、一般に近似値を使用することが多く、本研究で

も文献 [1]の値をそのまま採用する。

熱負荷としては、以下のものを考慮する。

• 貫流熱負荷 LT,n（顕熱のみ）

• 透過日射熱負荷 LG,n（顕熱のみ）

• 隙間風の熱負荷 LI,n（顕熱および潜熱）

• 照明による熱負荷 LL,n（顕熱のみ）

• 人体による熱負荷 LH,n（顕熱および潜熱）

• 器具発熱による熱負荷 LA,n（顕熱および潜熱）

• 換気による熱負荷 LV,n（顕熱および潜熱）

• 給湯による熱負荷 LW,n（顕熱および潜熱）

以上の合計値が総熱負荷である。なお、上記の算出式は、文献 [1]を
エコオフィスに適合するように変更したものである。変更点は、日

射受熱量（太陽位置 [2]、IEAの方法による直散分離 [2, 3]）、各種
熱負荷（隙間風 [3]、照明 [4]）の算出および物性値（気象 [5]、建築
[6]）などである。

2.2.3 除去熱量

熱負荷に対し、除去熱量とは、空調装置が実際に室内空気から取

り去る熱量のことである。考慮する除去熱量は以下の通りであり、

その合計値を除去熱量とする。

• 全熱交換機による除去熱量 EE,n（顕熱および潜熱）

• 加湿器による除去熱量 EH,n（潜熱のみ）

• 外調機による除去熱量 EA,n（顕熱のみとして計算）

• ファンコイルユニットによる除去熱量 EF,n（顕熱のみとして

計算）

なお、ファンコイルユニットによる除去熱量は、モデルの検証時は

出入口温度差と流量から求める。シミュレーション時は、これを未

知数とし、空調設定条件を満たすように求解する。

2.2.4 蓄熱負荷

室の吸熱応答係数 φR[kcal/h˚C]とは、室を構成している全部位
について、その吸熱応答係数に面積をかけて合計したものである。

ところで、ある時刻に、熱負荷 Ln が発生したが、空調装置が停

止していて、熱が全く除去されないとすると、空気に流れ込んだ熱

Ln によって、室温の基準値から、∆θR,n だけ変位が生じる。つま

り、室温変位∆θR,nによって、室を構成する全ての部位に吸熱応答

が発生し、その吸熱量の合計が、ちょうど Lnと同じ大きさだけ、変

図 2.1 エコオフィスの空調設備系統
位が生じると考えられる。この考え方を演繹させると、追加的な流

入熱（蓄熱負荷）は、次式で表せる。

LS,n = −
∞∑

j=1

∆θR,n−jφR,j (2.5)

2.2.5 室温

そして、時点 nにおける室温変位∆θR,nは、以上で説明した熱負

荷 Ln・除去熱量 En・蓄熱負荷 LS,n（いずれも顕熱のみ）によって

決定される。

∆θR,n =
Ln(θR,n) + LS,n(θR,n) − En(θR,n)

φR,0
(2.6)

しかし、上式は、両辺に θR,nを含んでいるので、すぐには解けな

い。そこで、θR,nについての収束計算（反復計算 [7]）をおこない、
∆θR,n = 0となった時点で計算をやめ、その時点の温度を時点 nで

の室温とする。

シミュレーション時は、逆に設定室温から除去熱量を算出し、算

出された除去熱量と、実測除去熱量との比較をおこなう。

なお、室内絶対湿度を決定する潜熱に関しては、蓄熱負荷が存在

しない以外は、ほぼ室温と同様の計算である [8]。しかし、実際のエ
コオフィスでは湿度制御をおこなっていないので、今回は計算して

いない。

2.3 エネルギー供給モデル

基本的に、需要端で熱負荷に見合うだけの除去熱量を計算し、そ

れに見合うように、供給端から熱量（もしくは電力）を供給してや

る。ただし、供給端は自然エネルギー系統を優先とし、自然エネル

ギー系統のみでまかなえない場合のみ、商用系統で補う。また、温

水蓄熱槽の保有熱量は、給湯系統に優先して回してやり、余った場

合についてのみ、空調系統に送っている。なお、図 2.1が実際のエ
コオフィスの空調設備系統であり、これを再現するようにモデルを

構築した。

2.3.1 ファンコイルユニット・外調機

前述。



2.3.2 温水蓄熱槽

熱損失係数 kS を蓄熱槽の特性値として考え、時点 nにおける蓄

熱槽の出力熱量や保有熱量を次のように表す [9]。

QS,n = QS,n−1 − QSL,n−1 − QSout,n + QSin,n (2.7)

QSL,n−1 = kSVS(θe,n−1 − θS,n−1) (2.8)

ここで、

QS,n : 時点 nにおける蓄熱槽の保有熱量 [kcal/h]

QSout,n, QSin,n : 時点 nにおける出力熱量と入力熱量 [kcal/h]

kS : 容積当たりの熱損失係数 [kcal/m3˚C]

θS,n, θe,n : 時点 nの平均蓄熱水温、周辺温度 [˚C]

VS : 蓄熱槽の容量 [m3]
なお、出力熱量QSoutは、下流側（ファンコイルユニット・外調機）

の除去熱量 EF に合わせて決定されるが、保有熱量 QS が 0になる
ようなQSoutを上限値とする。また、平均蓄熱水温は、以下のよう

に計算される。

θS,n = θW +
QS,n

VS
(2.9)

ここで、

θW : 熱源の供給温度 [˚C] （エコオフィスの場合、約 40[˚C]）

2.3.3 その他のエネルギー供給機器

その他、以下の機器に関して、計算をおこなう。いずれも入力エ

ネルギーに、COPや変換効率（定数）を乗算して、出力エネルギー
を算出する。

• 太陽電池（電力供給）

• ソーラーパネル（温水供給）

• 吸収式冷凍機（冷水供給）

• ヒートポンプ（冷温水供給）

2.4 CO2排出量算出

省エネルギー材は、生産→運用→廃棄をライフサイクルとして
おり、ライフサイクルにわたる CO2 排出量（LCCO2）を算出する

には、各段階、場合によってはリサイクル段階や修繕段階まで、考

慮に入れる必要がある。しかし、ここでは、エネルギー消費量のう

ち大半を占める運用段階のみを計算対象とし、前述したエネルギー

供給モデルで、1次エネルギー消費量を計算、そして CO2排出量を

計算する。生産段階や廃棄段階については、今後の課題としたい。

3 シミュレーションモデルの検証

シミュレーションモデルでの計算結果と実測値とを比較すること

によって、モデルの精度の検証をおこなった。

表 3.1 エコオフィス計測データ
データ種類 測定データ

外気 日射量（2点）、温度（外気 2点・4室各 5点・太陽電池
3点）、相対湿度（外気 1点・4室各 1点）

供給電力 太陽電池（3種）の発電電圧・発電電流・交流発電電力、
外部電力・逆潮流電力・外部蒸気供給量・温度

消費電力 空調機器（冷却塔・全熱交換器・外調機・加湿器・吸収式
冷凍機・ヒートポンプ・ファンコイルユニット・換気扇・
排気ファンおよび各種動力ポンプ）・太陽電池インバータ、
4室の照明・コンセントの消費電力

熱関係 空調機器の出入口水温・流量・スイッチの状態

表 3.2 エコオフィスの建築概要
項目 詳細

位置 北緯 36˚3′52′′・東経 140˚7′22′′

国立環境研究所 研究本館 III 3階の一部分

床面積 288.35[m2]（うち居室面積 241.4[m2]）

断熱仕様 壁 硬質ウレタン断熱材 50[mm]

窓 5[mm]複層サッシ

空調設定条件 約 22.5-26.0[˚C]・湿度は無設定

3.1 入力データ

エコオフィスでは、さまざまなデータを計測し、30秒ごとにディ
スクに保存している。計測データを表に掲げる。計測データ以外の

エコオフィスの概要については表 3.2・3.3の通り。なお、以下、ソー
ラーパネルおよび吸収式冷凍機・温水蓄熱槽の組み合わせをソーラー

システムと呼称する。

表 3.3 エコオフィスの空調設備

設備 性能 規模

太陽電池 変換効率 5.63% 面積 195.44[m2]

多結晶 変換効率 8.43% 面積 46.33[m2]

単結晶 変換効率 9.19% 面積 45.79[m2]

アモルファス 変換効率 2.80% 面積 103.32[m2]

ソーラーシステム
ソーラーパネル 変換効率 20.7% 面積 130.65[m2](124.15[m2])3)

吸収式冷凍機 COP 0.518 冷却能力 13,000[kcal/h]

温水蓄熱槽 熱損失係数 容量 8[m3]

0.00125[kcal/L·˚C]

全熱交換機1)

全熱交換機 1 0.78% 風量 900[m3]

（外調機） 0.78%

全熱交換機 22) 0.66% / 0.75% 風量 120[m3]

（換気扇） 0.81% / 0.81%

全熱交換機 32) 0.61% / 0.57% 風量 150[m3]

（換気扇） 0.75% / 0.75%

その他
ヒートポンプ2) COP 1.58 / 2.58 能力 28,100/43,500[kcal/h]

1) 上段がエンタルピー交換率、下段が温度交換率である。
2) ”/”は、前が冷房時の値、後が暖房時の値である。
3) ソーラーパネルの括弧内の値は、集熱部の面積。
∗ 研究目的と関係する設備のみ掲載。他の機器電力およびポンプ動力も、計算時には考
慮している。

∗∗ 値はいずれも実測値。エコオフィスは平成 5 年着工・平成 7 年 10 月竣工の実験的
な省エネ化施設なので、現在の技術水準とは異なる。
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図 3.1 外壁 1の貫流応答係数

表 3.5 計算値と実測値との比較
期間 決定係数

2月 0.65

9月 0.67

3.2 検証の結果

まず、エコオフィスの壁体（外壁・内壁）の応答係数を算出した。

例えば、表 3.4に掲げるような壁体（外壁 1）の場合、図 3.1のよう
な応答係数となった。なお、「エコオフィス」は外壁 1をそのまま計
算した結果であり、「断熱材なし」は外壁 1のうち、50[mm]の硬質
ウレタンがないものとして、計算した結果である。

表 3.4 外壁 1の材質

材質 長さ 熱伝導率 容積比熱
[m] [kcal/mh˚C] [kcal/m3˚C]

外気側表面 R = 0.05, C = 0

コンクリート 0.02 1.2 462

コンクリート 0.15 1.2 462

硬質ウレタン 0.05 0.024 11.3

非密閉中空層 0.014 R = 0.08, C = 0

石こう板 0.009 0.15 246

石こう板 0.012 0.15 246

室内側表面 R = 0.125, C = 0
∗ R : 熱抵抗 [m2h˚C]
∗∗ C : 熱容量 [kcal/m2˚C]

そして、算出した応答係数と一連の実測データを用いて、2月と 9
月について動的熱負荷計算をおこない、1日合計の除去熱量を実測
値と比較することで、モデルの検証をおこなった。表 3.5に結果を掲
げる。時間軸で表したのが、図 3.2・3.3である。2月と 9月を取り上
げたのは、空調条件が対照的なためである¶。なお、シミュレーショ
ンモデルの助走期間として、2週間余分に計算をおこなっている。
算出された除去熱量が、実測除去熱量と比較してある程度ずれる

原因には、以下の要素が考えられる。

• 実際に使用している建物であるため、自然換気量・時間や室内
熱容量が不明である。

• モデルの検証時に入力する室温が 4室平均の室温であって廊下
を含んでいない。

• 冷房時の実測除去熱量には、顕熱だけでなく潜熱も含まれて
いる。

¶8月を取り上げなかったのは、データ欠測日存在のため、十分長い計算期間を設
けられなかったことによる。
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図 3.2 シミュレーション結果と実測値との比較（2月）
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図 3.3 シミュレーション結果と実測値との比較（9月）

これらの違いを考慮すると、おおむね、モデルが検証できたといえる。

4 シミュレーション結果

次に、上記で検証されたモデルを用いて、エコオフィスのエネル

ギー需給シミュレーションをおこなった。まず、現状のエコオフィ

スについてシミュレーションをおこなった。その上で、現在導入さ

れている 5つの省エネ材を取捨選択した場合に関してもシミュレー
ションをおこない、計算結果を比較した。なお、現状に比して不足

する電力需要は外部系統の電力（商用電力）でまかない、熱需要は

外部系統の熱（蒸気）でまかなった。また、太陽電池で発電し余剰

となった電力は、逆潮流する代わり、その分、別の時間帯に外部電

力を潮流できるとして考えている。一方、ソーラーパネルに関して

は、余剰分は温水蓄熱槽に蓄えられ、時間が進むにつれて、損失す

るものとしている（第 2.3.2節参照）。

4.1 エネルギー需給量

4.1.1 現状のエコオフィスのエネルギー需給

シミュレーションモデルの計算結果として、図 4.1に現在のエコ
オフィス（5つとも省エネ材を導入した結果）の用途別エネルギー
供給量を、図 4.2に燃料別エネルギー供給量を掲げる。なお、図 4.2
の「外部電力」は外部電力量から太陽電池の逆潮流分を差し引いた

値である。それぞれ、比較ケースとしてすべての省エネ材が導入さ

れていない場合（無対策ケース）も掲載した。電力に関しては、火

力発電の熱効率 38.95%[10]に基づいて 1次エネルギー換算してか
ら、足し算をおこなっている。
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図 4.1 エコオフィスにおける用途別エネルギー供給（年間）
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図 4.2 エコオフィスにおける燃料別エネルギー供給（年間）
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図 4.3 現状のエコオフィスの外部エネルギー供給削減量（月別）

4.1.2 現状のエコオフィスの外部エネルギー供給削減量

図 4.3が、無対策ケースと、5つとも導入した場合（現状のエコ
オフィス）の場合との外部エネルギー供給量の結果比較である。な

お、外部エネルギーとは、外部電力と外部熱の合計である。

図より、現状のエコオフィスは、外部エネルギー供給を大

幅に削減していることが分かる。年間通して、外部電力供

給を 73.2%（32300→8670[103kcal]） 、外部熱供給を 99.9%
（4840→2.77[103kcal]） 、そして、外部エネルギー供給を 74.7%
（87900→22300[103kcal]）削減している。

次に、それぞれの省エネ材の外部エネルギー供給削減量を算出し

た。無対策ケースと、1種だけ省エネ材（太陽電池・ソーラーシス
テム・全熱交換機・断熱材・窓の断熱化のうち 1種）を導入した場
合とを比較する。
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図 4.4 省エネ材導入による外部エネルギー供給の削減率

表 4.1 各省エネ材の価格
省エネ材 価格

[円]

太陽電池 1,500,000 [円/kW]（最大出力）
ソーラーパネル 57,000 [円/m2]（集熱面積）
吸収式冷凍機 130,000[円/USRT]（冷凍能力）
冷却塔 1300×(循環水量 [L/min])+140,000

温水蓄熱槽 260000×(容量 [m3])+2,000,000

全熱交換機 140×(風量 [m3])+560,000

断熱材（50[mm]） 490+850 [円/m2]（面積）
断熱材（100[mm]） 920+1,200 [円/m2]（面積）
複層ガラス（5-6-5[mm]） 30,600[円/m2]（面積）
一般ガラス（5[mm]） 5,800[円/m2]（面積）

4.2 CO2排出量削減コスト

4.2.1 限界費用曲線

現在エコオフィスに導入されている 5種の省エネ材を対象に、エ
コオフィスにおける CO2 排出削減量の限界費用曲線を描く。

まず、表 4.1より省エネ対策（省エネ材の導入）の初期コストを
求め、そして表 4.2より運用時の削減コスト（無対策ケースに比べ
て）を求めることによって、省エネ対策を計算した。一方、前小節

と同様に外部電力と外部熱供給量を計算し、表 4.2より CO2排出削

減量（無対策ケースに比べて）を求めた。

表 4.2 供給エネルギーの価格および CO2 排出原単位

種別 価格 CO2 排出原単位
[円/103kcal] [10−3kg-C/円] [10−3kg-C/kcal]

電力 24.761) 5.603) 0.1274)

蒸気 18.192) 2.153) 0.0534)

1) 電力 10 社平均単価（業務用電力）21.29[円/kWh]
2) 平成 2 年産業連関表 熱供給業（民生用）18.188[円/Mcal]
3) 産業連関表 波及需要より一次エネ消費量を計算、熱量は「環境
庁 地球温暖化地域推進計画策定ガイドライン」、CO2 原単位は
「電中研報告 発電プラントの温暖化影響分析 平成 4年 5月」p.8

4) 事業用電力 19.56[円/kWh]、熱供給業平均 24.92[円/Mcal]

以上から、省エネ対策と CO2排出削減量の限界費用の関係が表 4.3
のように求まる。なお、省エネ材の耐用年数 nはすべて 20年・利
率 pは 5%として、等価償却方式を採用し、式 (4.1)により初期導入
コストに伴う年経費率 rを算定することで、CO2削減費用は 1年当
たりで考える。

r =
1(1 + p)n−2

(1 + p)n−1 − 1
(4.1)

表 4.3と同様の手順で、限界費用曲線が図 4.5のように、求まる。この



表 4.3 省エネ材導入による CO2 排出削減単価
省エネ材 CO2 削減量 必要なコスト 削減単価

[kg-C] [円] [円/kg-C]

断熱材 (I) 644 -107,000 -166

全熱交換機 (H) 211 16,500 77.9

窓の断熱化 (D) 37.5 13,400 358

ソーラーシステム (S) 747 738,000 988

太陽電池 (P) 1250 1,730,000 1380
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図 4.5 CO2 排出量削減の限界費用曲線

図より、エコオフィスにおいては、0→I→IH→IHD→IHDP→IHDPS
の順で、省エネ材を導入していくのがよいということが分かる。

図 4.5を見れば分かるように、省エネ材の CO2排出削減量は、単

純に、各省エネ材のCO2排出削減量の和にはならず、非線形の効果

（相殺効果あるいは相乗効果）が現れることが分かる。例えば、表

4.3の 5つの省エネ材の CO2 排出削減量を合計しても、図 4.5で、
全て導入した場合の CO2 排出削減量になってはいない。

4.2.2 より有利な省エネパターン

さらに、省エネ材同士の非線形効果を、システム的に評価してみ

る。具体的には、考えられる全ての省エネ導入パターン（5種の省
エネ材の導入/非導入）、つまり 25 = 32通りについて、CO2排出削

減量と、その際の削減費用を求める。

その結果の一例として、以下の例を示す。1,200[kg-C]だけ CO2

排出量を削減する際、限界費用曲線に沿って省エネ材を導入した場

合、IHDPの 4種の省エネ材が必要で、削減単価が 829[円/kg-C]に
上るのに対し、限界費用曲線とは関係のない ISという組み合わせで
は、削減単価が 511[円/kg-C]で済むことが分かった。これは 30%以
上もの費用の削減となる。以上は、システム的な非線形効果である

といえる。このシステム的な非線形効果のより詳細な評価について

は、今後の課題としたい。

5 おわりに

本研究では、エコオフィスを例に、応答係数法を用いた動的熱負

荷計算およびエネルギー需給計算をおこない、省エネルギー・CO2

排出量削減の効果のほどを算出した。

まず、エコオフィスを対象に構築した熱負荷モデルの精度を検証

するために、実測室温を入力して計算される除去熱量と、実測除去

熱量との比較をおこなった。そのところ、決定係数が 2月において
0.65、9月において 0.67と、ある程度の結果が算出された。

次に、検証されたモデルを用いて、エネルギー需給計算、CO2排

出量の算出をおこなった。その結果、省エネ化されたエコオフィス

は、無対策ケースに比べて 74.7%もの外部エネルギー供給を削減し
ていることが分かった。さらに、CO2排出量削減の限界費用曲線を

描いたところ、図 4.5となり、断熱材→全熱交換機→窓の断熱化
→ 太陽電池→ ソーラーシステム‖の順に導入すればよいことが分
かった。

今回は、5種の省エネ材について計算をおこなったが、他にも省
エネ材が存在する。また、省エネ材の導入量は、現実には固定値で

はなく変動値である。一方、ライフサイクル的観点からは、運用段

階だけではなく、生産段階や廃棄段階について考慮する必要がある。

これらを考慮すれば、より現実に即したCO2排出削減費用が計算で

きるようになる。さらに、第 4.2.2節に挙げたが、省エネをシステ
ム的に考えることによって、より効果的な省エネがおこなえる、と

いう点のより詳しい分析も今後の課題としたい。今後は、以上の点

をふまえて、分析を進めていく予定である。
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‖前述した通り、本研究では、太陽熱温水器を「ソーラーパネル」、太陽熱温水器・
温水蓄熱槽・吸収式冷凍機・冷却塔をまとめた一連の太陽熱利用システムを「ソー
ラーシステム」と呼称している。


